
	太田市移住支援金支給要綱
一部改正の概要



要綱の趣旨
東京圏から太田市への移住に伴う一時的な経済負担の軽減を図り、太田市への移住の促進を図るとともに、地域の活性化に資する人材の確保をすることを目的に東京圏から太田市に移住してきた者に移住支援金を支給するもの。
なお、本事業は、群馬県を主体とした群馬県移住支援金事業（内閣府/地方創生推進交付金活用事業）の一部として実施する。

改正の経緯
群馬県移住支援金事業費補助金交付要綱の一部改正に伴い、４月１日以降転入者への子育て加算上限額の変更、申請受付開始日の明確化、「地方創生推進交付金」が新たに「デジタル田園都市国家構想交付金」として位置付けられたことの条文への反映を行い、太田市移住支援金支給要綱も併せて改正する。また関係人口要件の年齢引き上げ、申請書類についてより柔軟な対応ができるよう要綱を改正する。

主な改正概要
· 18 歳未満の世帯員に対する加算上限額の変更（第２条「支給要件及び移住支援金の額」　関連）
（概要）
今後の地域社会を支える子育て世代の移住をより強力に推進するため、18歳未満の世帯員を帯同して移住する場合には、従来の移住支援金の加算額の上限を引き上げることとした。加算額は一人につき最大１００万円で、人数は３人までとする（ただし令和5年３月３１日までに転入した場合は30万円。）。

（改正条文）
第２条　市長は、次の各号に掲げる要件をいずれも満たす者に対し、予算の範囲内において、２人以上の世帯の場合にあっては１００万円、単身の場合にあっては６０万円の移住支援金を支給する。なお、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに転入したときは、１８歳未満の者１人につき最大３０万円を加算し、令和５年４月１日以後に転入したときは、１８歳未満の者１人につき最大１００万円を加算する（３人分を上限とする。）
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· （第2条第１号イ「移住先に関する要件」　第４条「本申請」関連）
（概要）
　　従来の要綱では「転入後 3 ヶ月以 1 年以内」と表現されているが、起算点に紛れがある表現であるため、「転入日の翌日から起算して 3 ヶ月以上 1 年以内」に改正を行う。

（改正条文）
第２条
（１）移住等に関する要件
イ　移住先に関する要件
（イ）　移住支援金の本申請時において、転入後日の翌日から起算して３か月以上１年以内であること。
ウ　世帯に関する要件
（エ）　申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、本申請時において転入後日の翌日から起算して３か月以上１年以内であること。
（本申請）
第４条　前条の規定による仮申請を行った者は、転入日の翌日から起算して３ヶ月以上１年以内（第２条第２号ア又はイの要件を満たす者については、就業からも３ヶ月経過後）に次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。


· 「地方創生推進交付金」が新たに「デジタル田園都市国家構想交付金」として創設・位置付けられたことの反映（第２条第２号オ「地域の担い手としての役割に関する要件」　関連）
（概要）
デジタル田園都市国家構想交付金の創設に伴い、「地方創生推進交付金（移住・起業・就業タイプ）」の文言を「デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ（移住・起業・就業型））」に変更する。

（改正条文）
オ　起業に関する要件
地方創生推進交付金（移住・起業・就業タイプ）デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ（移住・起業・就業型））を活用して群馬県が実施する起業支援事業（以下「起業支援事業」という。）に係る起業支援金の交付決定を１年以内に受けていること。





· 関係人口の引き上げ（第２条第２号オ「地域の担い手としての役割に関する要件」　関連）
　（概要）
　　移住支援金の支給対象を広げることによりさらなる移住の促進に結び付けるため、市町村で独自に設定可能な関係人口要件について対象年齢を４０歳未満から５０歳未満に引き上げる改正を行う。

（条文改正）
エ　関係人口に関する要件
次に掲げる事項の全てに該当すること。
（ア）　本申請時において、太田市へふるさと納税の寄附実績があり、４０５０歳未満であること。

· 申請書類について、資料の追加について明確化する（第３条「仮申請」第４条「本申請」　関連）
（概要）
自営業・経営者の申請では現行の要綱には明確な記載のない書類の提出を申請者に協力して提出してもらっている。今後のことを考え要綱に書類の追加がある場合には申請者が提出する必要性を加えたいために改正を行う。

（条文改正）
（仮申請）
第３条　本市に転入した者で移住支援金の本申請をすることを予定しているものは、前条第２号アに関する要件を満たすことになる場合には群馬県又は他の都道府県が移住支援金の対象としてマッチングサイトに掲載している求人に応募し採用が決定した後、同号イに関する要件を満たすことになる場合には対象法人等での採用が決定した後、同号ウ又はエに関する要件を満たすことになる場合には本市に転入した後、同号オに関する要件を満たすことになる場合には起業支援事業に係る起業支援金の交付決定を受けた後、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
（1）～（12）（略）
(13)　その他市要件を満たすことが確認できる書類

（本申請）
第４条　前条の規定による仮申請を行った者は、転入日の翌日から起算して３ヶ月以上１年以内（第２条第２号ア又はイの要件を満たす者については、就業からも３ヶ月経過後）に次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。
（1）～（5）（略）
（6）その他市要件を満たすことが確認できる書類


（様式改正）
第３条「仮申請」（様式1）(様式６)について、上記起算点の明確化の改正に合わせ変更。第３条「仮申請」（様式１）と第４条「本申請」（様式７）について、テレワークによる移住者のみ移住後の生活状況を記入する欄を追加することに伴う変更。第３条「仮申請」（様式４）及び第４条「本申請」（様式９）について、上記「デジタル田園都市国家構想交付金」の創設に伴い文言の変更。第５条「支給決定及び支給方法」（様式１０）の文言「フラット３５地域活性化型（地方移住支援）」を「【フラット３５】地方移住支援型」に変更。
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